





1971（昭和 46）年 9 月 27 日、昭和天皇・香淳皇后両陛下はヨーロッ
パ七か国訪問のため東京国際空港（羽田）を専用機で出発し、10 月 14






昭和天皇は、50 年前の 1921（大正 10）年 3 月から 9 月まで、皇太子






















当時の日本は、年率 10% を超す驚異的な高度経済成長によって 1968
年には国民総生産で西ドイツを抜いてアメリカに次ぐ経済大国となった。
その背後では大気汚染や水銀中毒など経済成長の負の遺産が表面化して











9 月 27 日 日航特別機で東京国際空港出発
アンカレッジでニクソン大統領と会見






9 月 29 日～















































（7 月 22 日付）が届いてからであった6）。この年は、3 月から大阪で日
本万国博覧会が開催され、これを機に多くの外国元首らが来日し、天皇
と会見した。
外国元首らの来日は 1956 年 11 月にエチオピアのハイレ・セラシェ一
世が日本を訪れて以来増えていたが、それまでは皇太子が天皇の名代と
して関係国を答礼訪問していた。このため、国会でも天皇の外国訪問の
可能性について論議が行われ、1964 年 5 月に天皇不在時などに対処す
る「国事行為の臨時代行に関する法律」が制定された。そして、1969










内閣は佐藤栄作首相（1901 ～ 75、首相在任 64.11 ～ 72.7）、愛知揆一外
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（136）
相（1907 ～ 73、在任 68.11 ～ 71.7）、木村俊夫官房副長官（1903 ～ 83、
在任 68.11 ～ 71.7）という布陣であった。なかでも佐藤首相はかねてか
ら天皇の外国訪問の実現に熱心であった。
外交史料館所蔵文書に天皇の外国訪問の件が最初に登場するのは、











安としては 2 週なら欧州だけ、3 週間が許されるならば米国も含め得る
と考えられる」と書かれている。








こうした経緯を経て、10 月 9 日、宮内庁は極秘の幹部会議で天皇の
外国訪問の方針を決定した。それは、「1，第 1 次外遊は答訪ないし交換
訪問を第一義とする。2，御訪問国候補としてドイツ、ベルギー及び英


























天皇訪欧の方針は 10 月 16 日に事実上決定したと考えてよいだろう。

















翌 1971 年になると、1 月上旬から 2 月初めにかけて、訪問国の元首
から日本側が提示した日程で天皇を招待する旨の親書が届き、天皇の謝






力週刊誌『シュテルン Stern』（1948 年創刊、当時の推定発行部数 80 万
部）が天皇の西ドイツ訪問を伝え、2 月には閣議決定の 3 日前に朝日新
聞が衝撃的なスクープ記事を掲載した。
このうちシュテルン誌の記事は、1 月 24 日号（1 月 22 日発売）に掲




































の結論に達した」という。スクープ記事が出た 2 月 20 日、入江相政侍











式部官長がイギリスに、6 月下旬から 7 月中旬にかけて徳川義寛侍従次
長や竹内儀典長ら 5 名が訪問七か国に派遣され、関係機関や在外大使館

















めていた。また、7 月 15 日には、アメリカはニクソン大統領が翌年 2
月に中華人民共和国を訪問すると日本の頭越しに突如発表し、日本政府





















天皇とニクソン大統領との会見は、訪欧初日の 9 月 27 日（現地時間












礼宴などの交際費を合わせて 1 億 9 千万円が計上された。そして、9 月






































































































この表から、1953 年の皇太子外遊時から 1971 年の天皇訪欧時の間にマ
ス・メディアの状況に顕著な変化が生じたことが見て取れる36）。
まず目につくのがテレビ放送の驚異的な普及である。テレビ放送の普
及度を示す NHK テレビ放送受信契約は、1953 年の皇太子外遊時には放








新　聞 1 日発行部数 2,275 万部 2,374 万部 3,656 万部
雑　誌 年間出版点数 1,201 点 1,963 点 2,509 点
（週刊誌） （30 点） （48 点） （102 点）
テレビ放送 NHK 受信契約件数 1,485 件 198 万件 2,352 万件
ラジオ放送 NHK 受信契約件数 1,171 万件 1,461 万件 （1967年度で廃止）






刊誌の目覚ましい増加で、その年間出版点数は 1953 年の 30 点が 1971
年には 102 点へと三倍以上にも増えている。この著しい増加をもたらし
たのは、1956 年 2 月の『週刊新潮』をきっかけとした出版社系週刊誌
の創刊ブームで、皇室報道を売り物にした三大女性誌『週刊女性』
（1957.3.17 創刊号）・『女性自身』（1958.12.12 創刊号）・『女性セブン』


































1970 年度には NHK だけで 114 回の衛星中継を行うまでにほぼ日常化し
ていた。そして、天皇訪欧では、NHK・日本テレビ・TBS・フジテレ
ビ・NET（日本教育テレビ、現在のテレビ朝日）が映像・音声を分配























月 日 時間 番組名




















2）日本テレビ（計 8 時間 5 分）
月 日 時間 番組名




10 5 20:00―21:00 衛星中継・宇宙時代の絵巻物
両陛下いまロンドンご到着
（衛星）




9 月 27 日～ 10 月 14 日（2 日休）
3）TBS（計 7 時間 42 分）
月 日 時間 番組名




28 15:00―16:00 天皇陛下 70 年の風雪
（フィルム構成）
22:00―22:56 デンマークの両陛下（衛星）




9 月 27 日～ 10 月 13 日
4）フジテレビ（計 7 時間 22 分）
月 日 時間 番組名
9 27 09:00―09:30 小川宏ショー
両陛下ご訪欧ご出発（中継）
16:00―16:45 両陛下アンカレッジへ（衛星）





9 月 27 日～ 10 月 13 日
5）NET（計 6 時間 7 分）
月 日 時間 番組名













15 19:30―20:56 両陛下ヨーロッパの 18 日
（スタジオ）
6）東京 12 チャンネル（計 2 時間 42 分）
月 日 時間 番組名













　　   1975.3 までは関東では NET 系で放送。







参照）、皇太子外遊には合わせて 20 名が同行したが、そのうち 18 名ま
でが新聞社と通信社である。一方、その三倍を上回る 71 名が同行した
天皇訪欧では、新聞社 23 名、通信社 7 名、放送局 28 名、ニュース映画
社 1 名、雑誌社 12 名となって、新聞中心から放送・雑誌へと比重が
移っている。職種ではカメラマンが 34 名に増え、記者の 36 名と匹敵す
るほどになっている。特に雑誌社は 12 名のうち 10 名までがカメラマン
である。さらに会社ごとの人数には宮内庁の深慮がにじみ出ている。ま
ず記者クラブ常勤加盟社 13 社に大半の 50 名を割り当て、次に準常勤加





















注 2） 職種は、記者 12 名、カ
メラマン 8 名。
天皇訪欧（1971.9 ～ 10）
朝日新聞 4 名 読売映画社 1 名
毎日新聞 4 名 朝日新聞出版局 1 名
読売新聞 4 名 毎日出版 1 名
サンケイ新聞 4 名 読売出版 1 名
日本経済新聞 3 名 主婦と生活社 1 名
中日新聞 3 名 光文社 1 名
河北新報 1 名 小学館 1 名
共同通信 5 名 集英社 1 名
時事通信 2 名 平凡出版 1 名
NHK 5 名 講談社 1 名
日本テレビ 4 名 文藝春秋 1 名
TBS 4 名 婦人生活社 1 名
フジテレビ 4 名 国際情報社 1 名
NET 4 名 計 71 名
東京 12 チャンネル 2 名 出典：宮内庁
『天皇皇后両陛下御渡欧記録』
注 1） NET は現在のテレビ朝
日、東京 12 チャンネル
はテレビ東京。

























1）週刊誌（1971 年 10 ～ 11 月発行号）
週刊女性 記事 22 点 66 頁
＊計 5 号 グラビア 4 点 112 頁
（増刊号 158 頁）
女性自身 記事 20 点 115 頁
計 5 号 グラビア 4 点 123 頁
（増刊号 216 頁）
女性セブン 記事 19 点 80 頁
計 5 号 グラビア 3 点 119 頁
（増刊号 187 頁）
ヤングレディ 記事 2 点 5 頁
計 2 号 グラビア 1 点 8 頁
週刊明星 記事 12 点 71 頁
計 6 号 グラビア 6 点 125 頁
（増刊号 187 頁）
週刊平凡 記事 2 点 4 頁
計 4 号 クラビア 3 点 19 頁
2）月刊誌（1971 年 11 月号・12 月号）
主婦と生活 グラビア 1 点 2 頁
婦人生活 グラビア 1 点 2 頁
出典： 国会図書館所蔵誌およびデシタル・デー
タより作成。
週刊新潮 記事 2 点 10 頁
週刊文春 記事 2 点 7 頁
計 2 号 グラビア 2 点 10 頁
週刊現代 記事 2 点 12 頁
週刊ポスト 記事 1 点 3 頁
週刊朝日 記事 3 点 13 頁
計 4 号 グラビア 2 点 18 頁
サンデー毎日 記事 4 点 10 頁
計 2 号 グラビア 2 点  11 頁
週刊読売 記事 2 点 10 頁
計 4 号 グラビア 3 点 41 頁
週刊サンケイ 記事 1 点 4 頁
計 2 号 グラビア 1 点 5 頁
アサヒグラフ 増刊号 134 頁
毎日グラフ 増刊号 114 頁
文藝春秋 記事 1 点 7 頁
















表 6　『女性自身』の天皇訪欧報道（1971.10 ～ 11）





10 月 16 日号 特別号　天皇・皇后両陛下現地速報
［グラビア］輝くオーロラがようこそ！
　　　　　 笑顔がいっぱいの旅













































の 9 月 27 日から到着翌日の 10 月 15 日までの 19 日間を対象に調べたも












天皇訪欧に対する反対や抗議行動は、朝日が 16 点、毎日が 13 点、読
売が 15 点の記事で伝えている。このうちオランダの事件は、三紙とも
朝日 毎日 読売
発行部数／日 604 万部 519 万部 565 万部
社　説 1 1 2
記　事 177 143 196
一面掲載 18 21 19
写　真 74 74 90







表 7　全国紙三紙の天皇訪欧報道（1971.9.27 ～ 10.15/19 日間）
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（152）















































諾し、枢密院の承認を経て、1971 年 2 月初めに正式な回答が日本に寄



























































































1 ）　ドイツ連邦共和国。1990 年 10 月に隣接するドイツ民主共和国（東ドイ
ツ）と統一するまでは、一般的に西ドイツと呼ばれた。ただし、引用では
その表記に従う。







4 ）　宮内庁書陵部編（2014）『昭和天皇実録』昭和 46 年 10 月 14 日。同書は
2015 年 3 月から東京書籍から年代別に順次刊行中であるが、天皇訪欧時
については未刊行なので、筆者が一般公開中の 2014 年 9 月から 11 月に宮
内庁書陵部で閲覧した内容をもとに記す。
5 ）　外交史料館所蔵『昭和 46 年天皇皇后両陛下外国御訪問』全 19 冊（以下
『外交史料館文書』と略）、宮内庁書陵部所蔵『天皇皇后両陛下御渡欧記録』
全 11 冊（以下『宮内庁文書』と略）および『昭和天皇実録』。
6 ）　『昭和天皇実録』昭和 46 年 1 月 14 日、訪欧決定の経緯の記述。








12）　伊藤隆監修（1997）『佐藤榮作日記第四巻』朝日新聞社、昭和 45 年 8 月
29 日 pp.152―153、および同年 10 月 16 日 p.186。
13）　『宮内庁文書第一冊』p.8。
14）　『佐藤榮作日記第四巻』昭和 45 年 12 月 1 日 p.213。
15）　公式訪問国のうちベルギー国王の招待状は 1971 年 1 月 6 日付（天皇の
謝意の答簡は 1 月 25 日付）、西ドイツ大統領の招待状は 1 月 20 日付（答
簡 2 月 18 日付）、イギリス女王の招待状は 2 月 8 日付（答簡 2 月 19 日付）
である（『昭和天皇実録』昭和 46 年 1 月 14 日）。
16）　「打ち合せ事項　昭和 46.2.18」（宮内庁）『外交史料館文書 6』。この文書





17）　『Stern』 24 Januar 1971, 「stern telegramm」 p.11。
18）　大統領の新聞声明に対し、シュテルン誌の編集長は、翌 1 月 22 日、記
事は憶測ではなく同誌の女性記者が大統領夫人と会見した際に得た情報に




昭和 46 年 1 月 21 日「長官から聞いたところによるとドイツの週刊誌に明
日出るとのこと、困ったものである」（p.104）。同書はまた、2 日後の 1 月
23 日に「お召しで吹上に行く。ベルギー皇帝への御親書がまた機密のも
れるもとにはならないかとの仰せ」と記している（p.104）。ベルギー国王





21）　『入江相政日記第八巻』昭和 46 年 2 月 20 日 p.115。
22）　「電信 71 年 8 月 5 日米国発　牛場大使　I.V. 第 2235 号極秘至急」『外交
史料館文書 2』。
23）　「同上　I.V. 第 2236 号極秘至急」『外交史料館文書 2』。
24）　「46.8.7　第 1747 号　起案者竹内　米牛場大使宛　木村外相臨時代理」
『外交史料館文書 2』。
25）　「昭和 46 年 9 月 20 日第 2101 号大至急　米大使　福田大臣発」『外交史
料館文書 2』。
26）　『朝日新聞』1971.9.28 朝刊 p.2。
27）　ウィンザー公爵は、ジョージ五世の長男で、父の死後、1936 年 1 月に即
位してエドワード八世となった。しかし、離婚歴のあるアメリカのシンプ
ソン夫人との結婚が問題となり、僅か 325 日で退位して以後はパリに居住
した。昭和天皇は、1921 年にヨーロッパを訪問した時と翌 1922 年に同公
が来日した際に会っている。
28）　『昭和天皇実録』昭和 46 年 10 月 5 日。
29）　『The Daily Telegraph』1971.10.8 p.16 「The Departing Emperor」




















37）　『NHK 年鑑 ’72』日本放送出版協会 p.159、および pp.161―162。天皇訪欧
時の衛星中継は、イギリスの BBC や西ドイツの WDR などの放送局の協
力を得て実施された。
38）　『佐藤榮作日記第四巻』昭和 46 年 9 月 27 日 p.430、および 10 月 12 日
p.440。
39）　たとえば『女性自身』は、同行したカメラマンのほかに、記者 3 名とカ
メラマン 2 名を日本から派遣した（1971.10.16 号 p.29）。そのなかには、の








和 46 年 10 月 14 日 p.174）。
43）　『朝日新聞』1971.10.6 朝刊 p.6、10.9 夕刊 p.8。










51）　「71 年 2 月 26 日　藤崎大使　へい下ご訪問　第 45 号」、および「同日　
藤崎大使　第 46 号」『外交史料館文書 14』。
52）　「昭和 46 年 3 月 2 日　儀典長　オランダ大使宛　愛知大臣発　第 37 号　
I.V.（反対運動）」『外交史料館文書 14』。
53）　「4 月 15 日　藤崎大使　I.V.　第 101 号」『外交史料館文書 14』。












59）　「10 月 8 日　藤崎大使　御料車の動静（事故）　第 358 号　極秘大至急」、





61）　三大ネットワークの NBC（1971 年 9 月 3 日）・CBS（9 月 25 日）・ABC
（9 月 26 日）、ニューズウィーク誌（9 月 20 日）・タイムライフ誌（9 月 26
日）、在京海外特派員 31 人（9 月 21 日）。いずれも『昭和天皇実録』当日
の記述。
334
